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経済学研究 33-4
北海道大学 1984.3 

青函トンネル建設の組織論的研究

小島康光

I 研究の目的

筆者は，企業の経営管理システム(以下「管

理システム」と略記する)について一連の研究

を行ってきている。前報においては，私企業を

サンフ。ル組織とし，企業環境と管理システムの

適合関係を主に静態的に研究した1)。分析にあ

たっては，管理システムをそれ自体としてでは

なく，企業環境，組織構造，組織行動との関係

でとらえ，組織成果に基づいて適合関係を考察

した。

しかし現実の企業環境は時間とともに変化し

ている。企業はこの環境に主体的に働きかけた

り組織特性を変化させたりすることにより，環

境への適応をはかつている。したがって企業環

境一組織特性関係を解明するためには，静態分

析だけでは不十分で，動態分析が不可欠である。

本稿では， この企業環境一組織特性関係につ

いての動態分析の準備のために行った比較研究

の結果を中心にして論述する。比較研究は，調

査組織の企業環境一組織特性関係の特徴を，種

類の異なる他組織との定量的比較により解明し

ようとするものであり，定性的な動態分析を補

完するものとして位置づけられる。

11 調査デザイン

1. 調査方法

筆者の試みた上述の静態的研究は， 28社と10

社のサンプル組織に対して，定量的および定性

的分析を加え，仮説の検証および開拓をおこな

1)小島 ο982)参照。

ったものである。確かに，多数のサンプル組織

による調査・分析は一般的かつ明確な結果を得

るには有用であった汽 しかし，複雑かつ基礎

理論の蓄積も必ずしも多くない動態的な企業環

境一組織特性関係について，複数のサンフ。ル組

織から大量の詳細な情報を得ることは容易では

ない。この点を考慮して，本研究では，単一組

織について詳細な事例研究をおこなうことにし

た。

事例研究は，他の調査方法に比して，①調査

対象の複雑性を十分考慮することができる，②

データ収集は自然な状況で行われる，@仮説開

拓型の研究に適している，④データ収集を柔軟

に行うことができる，等の長所を有しているめ。

なお本研究においても，先の研究同様，種々の

定量的分析と定性的分析を併用した。

2. 調査組織と調査プロジェクト

調査対象組織としては，公企業である日本鉄

道建設公団を次の3つの理由により選択した。

①企業にとって極めて重要である環境への動態

的適応問題について，私企業の調査協力を得る

ことは極めて困難であると予想された。②一方，

公企業においては，多くの情報が新聞，雑誌，

国会の議事録，社史，内部資料等に公表されて

おり，さらに公企業自体の協力も得やすいと考

えられた。③今まで分析してきた私企業の管理

システムと比較することにより，両者の異聞を

明らかにできる。

日本鉄道建設公団は，上越新幹線の建設等多

2)小島 (1982)，pp.73-153参照。
3)ストーン (1978)，訳書， pp.164-167. 
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くのプロジェグトを担当しているが， とりわけ

世紀の大規模プロジェグトといわれる青函トン

ネルの建設は，公団にとってもその設立以来20

年以上に渡る重要なプロジェクトであった。そ

こで， この青函トンネノレの建設プロジェグトを

分析対象として選んだ。

公団は，青函トンネルの建設のために，海面

下240メートルの複雑な海底地層4) を掘削する

という技術環境，国費の投入に制約を課す経済

環境，利害が絡み合う政治環境等に動態的に適

応し， トップ・マネジメントを中心に建設に必

要な技術開発・組織開発を主体的にすすめ，昭

和61年度末の完成を目前にしている。このよう

な公団による青函トンネルの建設プロジェクト

は，企業の環境適応の動態的メカニズムを解明

しようとする本研究に極めてすぐ、れた事例とい

えよう。

3. 比較分析の枠組

公団と私企業の企業環境一組織特性関係を比

較するための分析枠組を図2のように提示した。

この分析枠組について概説する。

公団の事業は， 日本鉄道建設公団法によって

鉄道新線の建設であると規定され，建設された

鉄道新線(本研究の調査対象である青函トンネ

ルもその一部分である)は，国鉄に貸付もしく

は譲渡(有償・無償)される(図1参照)。

図 1 建設新線

|公団 14 T 1国鉄|

4)津軽海峡(西口)の海底地質の複雑性については，
佐々 (1969a， 1969 b， 1972)参照。

これらの点を考慮して，タスク環境として

は，市場や戦略でなく技術環境を分析した。各

組織は， この「技術環境の複雑性」の増大に伴

う 「情報処理の必要性」に対処するために，

「組織構造・管理システムJ，I組織行動」およ

び「個人属性」を展開している。組織の情報処

理能力は，これら「組織構造・管理システムJ，

「組織行動」および「個人属性」によって規定

されるものと考えられる。一方 r組織成果」
は，これら「情報処理の必要性」と組織の情報

処理能力の適合によって生み出されるものとす

る。しかし， r組織成果」の比較はおニなわな
L 、5)。

次に，分析枠組を構成する概念について説明

を加える。

(1) 技術環境

技術は，組織がタスク遂行のために利用する

道具および方法である。技術も，組織が対処し

なければならない不確実性を生みだす源泉の 1

つである。ベローは，技術を情報処理の観点よ

り， (1)例外発性の頻度， (2)例外が発生した場合

の問題解決の性質の 2次元により概念化してい

る。本分析では， (1)職務の反復性， (2)例外発生

の頻度， (3)職務の多様性， (4)専門知識による例

外的問題の解決可能性， (5)職務の成否が判明す

るまでの時間幅，の 5項目の単純集計値の平均

をもって，技術環境の複雑性のインディケータ

とした(付録:質問調査票，問1参照，以下同

様)。

(2) 組織構造・管理システム

① 組織構造

組織構造は， (1)公式化(問 2(1)， (2)， (3))， (2) 

組織形態としての統制範囲(問2(4))， (3)分権化

(問2(5)， (6))，仏)複雑性(専門職化) (問2(凡
(8))， (5)分業(問2(9))， (6)柔軟性(間2帥)の

6次元で分析された。

② 管理システム

5)この分析枠組は情報処理モデルに依拠している。
情報処理モデルの詳細については，小島(1982)，
pp.45-72参照。
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図 2 分析枠組

性と能力の適合

に規定される

管理システムは，資源配分システム，統合メ

カニズム，業績評価システムに大別される。本

研究では， このうちの業績評価システムを取り

上げ，課長による部下の業績評価の公式性を①

業績評価の制度化，②評価基準の明確性，③運

用の厳格性の 3項目で分析した(間11)。

(3) 組織行動

組織行動は，①パワー・ベース，②影響力，

③意思決定スタイル，④問題の源泉，⑤コミュ

ニケイション，⑥リーダーシップ，⑦コンフリ

クト解消の 7次元で分析された。

μ) 個人属性

管理者の個人属性に関しては，パーソナリテ

ィと価値が分析される。パーソナリティは，個

人の情報処理能力の観点、から，①複雑性統合能

力，②腰昧性許容度，③権威拒絶度，④個人主

義選好度の4次元で，価値は， 自己表出度の次

元でそれぞれ測定・分析される(各次元の具体

的内容については N節調査結果の分析の項を

参照)。

111 青函トンネル建設の概要

公団と私企業の技術環境一組織特性の比較を

試みる前に，本節で青函トンネノレおよび掘削工

事の概要を述べることにする。

青函トンネノレは，世界ーの長大海底トンネル

であり，普通の山岳トンネルと異なり，海底に

次の 3 本のトンネルが掘削される(図3~5図，

表1参照)。

① 先進導坑

「地質の調査を兼ね，最も先行して掘進する

トンネルで，陸上部は1000分の 250の勾配の斜

坑をなし，海底部は中央から両側に1000分の 3

の勾配で，大きさは高さ 4メートル，幅5メー

トルの馬蹄形をしており，完成後は換気坑及び

排水坑の役目をなす。

②作業坑

本坑とほぼ同じ高さの位置で，本坑の横に30

メートル離れて先行し，本坑を掘進するための

機械や資材の搬入，掘り出した岩石片の搬出に

使用される。大きさは先進導坑と同じで，海底

中央部の延長7キロメートル区聞は，先進導坑

と合体してl本となっている。この作業坑は600

メートルから1キロメートルの間隔で、本坑への

連絡横坑を設け，本坑の掘削作業を能率的に行

うために役立てている。完成後は本坑を通る線

路の，保守用通路として利用される。

③本坑

本坑は青森県東津軽郡今別町浜名を始点と
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表1 トンネル種別・工区別延長一覧
(単位メートノレ)

棟別¥工¥ 区割¥ 

本 外| mu ~t 海 道 fHU -g 、

陸 上 音，~ 海底部 海底部 陸 上 部

i兵 名 t普 JJI 算用師 髪 内 3屯，.. 飛 τEコ士二r l吋 自 符 岳 千 車干 言十

本 I元 1，470 438 5，492 3，500 13，000 14，700 3，900 6，400 4，950 53，850 

作業坑 8，840 8，970 17，810 

先進導坑 10，500 11，800 22，300 

立 坑 195 189 384 

斜 土元 54 276 584 1，315 1，210 511 442 4，392 

請負業者名
飛島建設

佐藤工業 鹿熊欽島建組設 大問前凶成建設建工組設業
奥村組 大林組 西松建設

98，736 フシヂ工業銭高組 I三弁建設 建谷建設 五洋建設 清水建設 青木建設

(注 1)屯JA工区及び古川l工区の先進導坑は公日|の直轄施工である。
(注 2)海底部最先端の切羽位置(本JJc換算キ口組)は，本州側先進導抗24k63m ，北海道側先進導抗
25k 561mである。

L，北海道上磯郡知内町湯の里を終点とする延
長53，850メートルの区間で，陸上部は30，550メ

ートル，海底部は23，300メートルあり，深度は

最大水深140メートル，海底下100メートルとな

っている。設計基準は複線新幹線型で、最急勾配

を1000分の12，最小曲線の半径を 6，500メート

ルとし，高さ 9メートル，横11メートノレ，断面

は約80平方メートルあり，先進導坑及び作業坑

の4倍に当る馬蹄形である。なお，本坑にはそ

の陸上部に，海底部に接して竜飛側と吉岡側に

1本ずつ立坑を設け，主として換気と排水の用

に供される 6)J。

次に，公団と私企業の現場が日々進めている

掘削工事の概要を述べることにする。なお，公

団の組織図を図6に，全部で6つある共同企業

体のうちの lつであり，竜飛工区を担当してい

る「鹿島・熊谷・鉄建・青函ずい道工事共同企

業体」の組織図を図7にそれぞれ示した。

公団青函局の「竜飛鉄道建設所の担当は，陸

上部の袋内工区と海底部竜飛工区である。建設

6) 日本国有鉄道北海道総局編 (1981)， pp.139-140. 

所の陣容は，事務補助を含め約80名，更に直轄

で施工している先進導坑の作業員，変電所・排

水処理装置等諸設備の運転要員等が約400名で

ある 7)。

建設所は10の係からなっている。すなわち，

総務，経理資材，計画，調査，保安，工事第一，

工事第二，工事第三，機械，電気の各係である。

工事第一係と工事第三係は，請負工事のみを担

当しているが，他の係は請負工事のみならず，

直轄工事も行っている。手持ちの機械類の整

備，設備の保守等は，機械係と電気係の重要な

仕事になっている。また，坑内で使用する材料，

機械，電気設備の部品，材料等の購入は，経理

資材係が担当している。先進導坑の掘削を担当

7)青函調査事務所の吉岡・竜飛両建設所においては，
職員128名(技術系統は104名)と直轄作業員 470

名が掘削調査にあたっている(~交通新聞~，昭和
42年6月28日付〉。本工事の開始された昭和46年4

月23日の時点では，直轄作業員は地元採用の人々

(その出身は漁民，農民，炭鉱夫等)を含め，吉

岡側350名，竜飛倶U300名の計650名の大部隊とな

り，掘削の中核となっている(~交通新聞~，昭和
46年4月23日付〉。
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出所:内部資料と『公団だより』より作成。

替長(職員)一職員一号令(作業員)一号令補

(作業員)のコンビで，作業員は「前向き班」

と 「後向き班」に分けられる。約 7~8 名が

切羽に立って前へ前へとトンネルを掘り進むの

が「前向き班」であり，その後を追って坑道を

仕上げていくのが後向き班である。前向き班の

「削岩夫」たちが多種類の土木機械を用いて掘
よきさL

削した切羽を追って，後向き班の「斧指」が坑
じようち〈こう

道を整備し支保工をはり，さらに「畳築工」が

その後をすばやくコンクリートの擁壁で固めて

し、く。斧指や畳築工の聞をはうようにして，坑

道に電灯線をひき，湧水を揚げるためのポンプ

しているのは工事第二係である。坑内作業は，

3突替24時間勤務であるので，それをパックア

ップしている関連の職場も当然同じ勤務体制と

なっている。特に坑内作業には，職員も 3交替

制が組まれ 2名1組で4組を形成し，①の方

c7時30分~16時30分)，②の方 (15時30分~O

時30分)，③の方 (23時30分~8 時30分)で，

週間の交替制で、③→②→①→③の廻り番による

坑内勤務となっているめJ0 1それぞれの方は，交

1 

8)以上の記述は， 日本鉄道建設公団編『鉄道公団だ
より』における大迫哲氏の「現場だより一竜飛建
設所」によった。
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を配していく。

交替長は方の現物作業の責任者である。まず

作業員を集めて出勤簿に記録し，次いで作業員

に仕事を割り当てる。全員人事に乗り切羽に到

着して作業を開始する。交替長自身もI直接掘削

にあたり，掘りながら， どこにと事れだけの支保

工を入れるか，削岩機で何本の穴をくるか，そ

の穴にどれだけの量の火薬を詰めるか，すべて

刻々判断を下してし、かなければならない。

一方，号令は，作業員の方のリーダーである

技能者であり，掘削機械を扱う作業員たちを指

示・監督する機械クソレープの号令と，電灯線・

ポンプの配置等の電気グ、ループの号令から成り

立っている。トンネルの掘削は，交替長と号令

(補)の協力のもとに進められている 0)J。

一方共同企業体の陣容は，竜飛工区を担当し

ている共同企業体を例にとってみれば，表2の

通りである。坑内作業の進め方については，公

団による先進導坑の掘削作業の場合とほぼ同様

である 10)。

表2 共同企業体の在籍人員(昭和50年9月末現在)

職員 従業員 三十

企業体 42 28 70 

協力企業c11社) 124 525 649 

計 166 553 719 

出所:鹿島・熊谷・鉄建・青函ずい道工事共同企業

体編(976)，p. 358 より作成。

次に，公団と共同企業体との間で定期的に開

催され，両組織の掘削工事を調整・統合するため

の主要な会議について触れる 11)。主要な会議と

しては， I月間工程会議J，I週間作業工程会議」

(建設所内部では「週作」と|略称されている)， 

9)以上の記述は， 内橋 (1979，pp.94-95， pp.99-
101) Iこょっtc.o

10)ただし共同企業体が担当している本坑切羽は，

先進導坑の切羽よりも大きいために， 7~8名より

も若干多いトンネルマンが掘削にあたっている。

11)会議についての記述は，吉岡鉄道建設所での関取
調査にもとづいている。

および「木曜会」の3つがある。月間工程会議

には公団と共同企業体の双方が参加し 1ヶ月

間の工事の進捗状況が検討される。週作には，

建設所の所長以下全員と共同企業体の全てが参

加し，約 1時間 1週間の作業の進め方につい

て検討・調整がおこなわれる。木曜会は，共同

企業体が公団の掘削した先進導坑を作業用に利

用するようになってから持たれるようになった

会議で，公団と共同企業体の実務担当者が参加

し， トロッコの台車の数等の極めて実務的なこ

との調整がなされる。以上の 3種類の会議のほ

かに，公団と共同企業体が参加する「注入会議」

等に代表される多数の会議が開催され，掘削技

術の開発・移転の場となっている。一般に，土

木技術の分野では，他組織間さらには諸外国と

の技術の指導・交流は，他の分野と異なり，か

なり寛大におこなわれており，青函トンネルの

掘削技術についても同様であるようだ12)。

IV 調査結果の分析

調査は昭和57年11月に開始され，現在も継続

中である。まず最初に，公表されている工事誌，

社史，一般紙，専門紙，専門雑誌，さらに内部

資料の参照，および公団内外の関係者との聞取

調査を試みた。これら文献分析と聞取調査を補

完するために，以下論述する質問票調査を両組

織の課長・建設所長を対象として実施した。質

問票は昭和58年6月から 8月にかけて配付・回

収された。まず公団の青函局と海峡線部の課長・

建設所長の37名について試みられた(なお海峡

線部12名のうちには， ごく最近まで海峡線部の

課長もしくは青函局の課長・建設所長の任問就

いていたものが含まれている)。一方，私企業の

課長・建設所長47名についても質問票調査を実

施した。質問票の配布にあたっては，公団から

この私企業に移籍し両組織の事情に詳しし、トッ

プ・マネジメントに，公団との比較を可能にす

12) トンネル掘削技術の交流については，関取調査と
内橋 (1979，pp.102-104)にもとづいてL、る。
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図7 共同企業体の組織図

企業体

運営委員会

「
竜飛工事事務所 技術部会 業務局

専門委員会

所長(鹿島建設)

「一一一一一下一~--~--------~
副所長(鹿島建設) 副所長(熊谷組) 副所長(鉄建建設) 事務長(鹿島建設)

」~----~-下ーム一一」

鹿島建設竜飛作業所 熊谷組竜飛作業所 鉄建建設竜飛作業所

出所:鹿島・熊谷・鉄建・青函ずい道工事共同企業体編 (976)， 
p.359，p.413より作成。

表3 有効調査人員の内訳

公 回 私 1E 業

事 務 4名
本社土木

事 務 7名
海峡線部

本 部
技 術 8名 技 術 16名

事 務 5名 事 務 9名
青函局 現 場

技 術 20名 技 術 15名

系 統別
事 務 9名(24%)

系統別
事 務 16名(34%)

(%) 
技 術 28名(76%)

(%) 
技 術 31名(66%)

言十 37名 5十 47名

(注}公団青函局の 4名の建設所長(吉岡・竜飛・湯の盟・三厩)は，系統別では

技術系統に分類されている。

スコアの差の検定を試みた13)。

33"'4 

るように質問解答者の選択を依頼した(表3参

照)。
13)各組織の平均スコアは次式によって算出された。

質問票による調査結果は，原則として妥当性

スコア (5点尺度)として数値化された。比較

研究の分析単位が，個人・集団でなく組織であ

ることを考慮し，質問解答者の妥当性スコアは，

項目ごとに公団37名の平均スコア，私企業47名

の平均スコアとしてそれぞれ集約され，両平均

N llf ヨヨ Xij/M・N
ただしt Xijはi番目の課長・建設所長の j番
目の項目に関する妥当性スコア(逆転の必要のあ

る項目については逆転後のスコア)， M は項目数

(例えば， I技術環境の複雑性」の場合は5)， 
Nはサンプル数(公団37，私企業47)である。
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以下では両組織の調査結果を，分析枠組の構

成概念である技術環境，組織構造・管理システ

ム，組織行動，個人属性ごとに，比較・考察し

たい。

(1) 技術環境

公団職員の関取調査や文献資料の分析に際

し，公団の直面している技術環境に関する以下

のような発言や記事にしばしば接した。

「噴き出す海水，ボロボロ崩れる軟弱地質，

どれも手探りの作業で苦しかった。それをみん

なの知恵で克服し，貫通にこぎつけた叫ん

「津軽の海の底140メートル，その底のまた100

メートル下を掘って地質を解明する。地質がわ

かれば， トンネノレ男たちは，その地点，地点の

地質に合った工法を研究し，さまざまなテスト

をやってみて，本坑を掘るための重要な資料を

っくり上げていかなければならなし、。これまで

のどんなトンネルにもまして， I調査坑」の前に

あるのは「一寸先は闇」の世界ばかりだった15)J。

「私企業は公団の先進導坑から得られた掘削

情報に基づいて，作業坑と本坑を掘削しており，

私企業の掘削工事は公団と比してより簡単であ

る」。

これらの発言や記事により，筆者は当初， I公

団の直面している技術環境は大変厳しいもので

あり， しかも私企業と比してはるかに複雑であ

る。」と予想していた。

しかし表4の調査結果によれば，私企業の技

術の複雑性(計) のスコアが3.44 (標準偏差

0.39)であるのに対し，公団のスコアは3.27

(標準偏差0.36)と有意に低い (F値は4.04で，

その確率は0.048)。したがって，当初の予想に

反して，公団の技術環境は私企業と比較してよ

り単純であることになる。そこで構成項目のス

コアを検討すると，第1行「職務の反復性(R)J

と第4行「専門知識による例外的問題の解決可

能性 (R)Jに関しては，土木技術上の困難に基

づく最初の予想通り，スコアは私企業に比して

14) W北海タイムス~，昭和58年 1 月 16 日付。
15)内橋 (1979)，p.92. 

より小さい。他方，第3行「職務の多様性」と

第5行「職務の成否が判明するまでの時間幅」

に関しては，予想とは全く逆に，公団のスコア

は私企業に比Lてより小さい。特に I職務の

成否が判明するまでの時間幅」のスコアはより

小さい。

以上の，予想とは逆の結果は，次のように解

釈されよう。

公団は， この大規模プロジェクトには，すで

に19年間もたずさわり，直轄体制による先進導

坑の掘削をすすめるとともに， 17の私企業に作

業坑・本坑の掘削工事を発注しその工事を監督

してきており，多くの経験を積んできている。

したがって，毎年度の先進導坑の掘削工事と私

企業への発注・監督は前年度の延長であり，職

務の多様性はそれ程高くなく，職務の成否が判

明するまでの時間もそれ程長くはないであろ

う。これが推定される第1の原因である。

これに対して，私企業は，組織構造，管理シ

ステム，組織文化等の異なる他の 2社と共同企

業体を形成し，プロジェクトの最難関工区の作

業坑と本坑を掘削している。受注し請負う工事

量は，発注者である公団の動向に左右される不

安定さを有し，さらに共同企業体問t主，作業坑

と本坑の掘削をおこなうために，数多くの専門

工事業者，職能工事業者，いわゆる下請・協力

業者の力に依存している。したがって私企業は，

発注者である公団，共同企業体の他の2社，下

請・協力業者等との極めて複雑な組織間環境17)

に直面している。私企業の以上のような状況

は，必然的に，私企業の管理者の職務の多様性

を高めるとともに，職務の成否が判明するまで

の時間幅をより長いものにしているはずであ

る18)。

16)共同企業体の運営方法等については，建設業共同
企業体研究会編 (1981)，大林・清水青函ずい道
(三岳)工事共同企業体編 (1981)，鹿島・熊谷・鉄
建・青函ずい道工事共同企業体編 (1976)参照。
17)組織間環境については，エバン (1966)参照。
18)レイニイ他 (1976)は，公企業と私企業の①環境
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表4 技術環境

次 フE 項 目 公 団 私企業

職務の反復性 (R) 2.59' 2.91 

術技 例外発生の頻度 3.03 3.09 

の 職務の多様性 3.73"・ 4.13 

複性雑
専門知識による例外的問題の解決可能性 (R) 2.78・ 3.06 

職務の成否が判明するまでの時間幅 2.97'" 4.04 

技術の複雑性(計) 3.27" 3.44 

(注 1)数値は妥当性スコア(5点尺度)である。 (R) は合成スコア (表4の場合
には技術の複雑性(計))の算定に際して，スコアが逆転されていることを示
す。なお項目スコアは逆転前のもの。

(注 2)公団 (N=37)，私企業 (N=47)
(注3)平均値の差の検定(両側 t検定)， .*・ 1%水準で有意 **5%水準で有意，
.10%水準で有意，十ほぼ10%水準で有意(以下全ての表について同様)。

第3の可能性としては，次のことが考えられ

る。「公団の技術環境は，調査・掘削される地層

の軟弱性，多数の複雑な断層の存在のような土

木技術上の困難さのため， より複雑である。」と

いう最初の予想における「土木技術上の困難さ」

は，経営管理の困難さを表わす本研究の「技術

の複雑性」に必ずしも大きな影響を与えていな

いのであろう。

公団は毎年度25%の職員の配置換を行ってい

る。このような配置換ができるのは，上述のよ

うな公団の技術環境の単純性と関係があるのか

もしれない。

技術環境の特徴を公団に注目して要約すると

次のようになる。

技術環境の複雑性はより低い。

①職務の多様性はより小さく，②職務の成

否が判明するまでの時間幅はより短い。しか

し，③職務の反復性はより少なく，④例外的

問題のうち管理者の専門知識によって解決で

要因，②組織一環境関係，③内部構造・過程に関
する多数の比較研究を調査し，その結果を命題と
して要約している。「公企業の管理者の意思決定
に際しての自由裁量性は，私企業の場合よりも小
さL、J(p.241)。

きる問題はより少ない。

以上のような技術環境が生みだす不確実性に

対処するために両組織はいかなる組織特性お

よび個人属性を展開しているであろうか。以下

この点を分析する。

(2) 組織構造・管理システム

① 組織構造

表5の調査結果によると，公団の組織構造は

私企業の組織構造と比較して， (1)公式の権限関

係はより重視され， (2)仕事上の手続・規則はよ

り広範に存在し， したがって公式化の程度はよ

り高い。しかし，統制範囲，分権化，複雑性，

分業，柔軟性の 5次元については，両組織聞に

有意な差異は認められなかった。技術環境がよ

り単純な公団は，公式化を高め，組織の情報処

理の必要性の削減もしくは情報処理の効率化を

をはかつている。

② 管理システム

表6によれば，私企業の方が公団に比し， (1) 

業績評価の制度化， (2)評価基準の明確性， (3)運

用の厳格性のいずれの項目においても，そのス

コアはより高く，業績評価システムは， より公

式的であった。私企業のみを対象とする実証研



1984. 3 青函トンネノレ建設の組織論的研究 小島 11 (463) 

表5 組織構造

次 冗J 項 目 公 団 私企業

手続・規則・公式の権限関係を重視する程度 6.32・ 5.74 
公 仕事上の手続・規則が存在する範囲 6.00・*・ 5.34 

式 部下からの報告・上司への報告について一定 4.76 4.89 

化 書式が存在する範囲

公式化(計) 5.69・・ 5.32 

形 態 統制範囲 3.59 3.07 

分 部下への権限委譲の程度 4.03 4.30 

権 公団全体の方針決定会議への参加の程度 3.92 3.55 

11::. 分権化(計) 3.97 3.93 

E常 霊性
高度の教育訓練を要する専門知識・能力の必要度 5.22 5.11 

新参者が1人前になるまでに要する期間 5.84 5.76 

複雑性(専門職化) (計)

分 業 仕事の細分化

柔軟性 他部門の仕事を行う程度

(注)数値は妥当性スコア(7点尺度)。

究1叫こおいては，タスク環境の複雑性が高まる

につれて，業績評価はより弾力的になる。しか

しながら，表6の結果は，技術環境のより複雑

な私企業の方がより公式的であり，公団の業績

評価がより弾力的であることを明示している。

この矛盾は次のように理解されるであろう。

本来公企業は，公共性と企業性を両立させう

るよう，公組織と私組織のそれぞれがもっ利点

を組み合わせた一つの理想的組織として設立さ

れた。このため公企業の目標は，私企業の利益

追求という一貫した具体的目標と比較して， よ

り多元的・多義であり， より腰昧であり，相互

にトレード・オフの関係にある。かくして，結

果とその評価基準の特定化は必然的に困難とな

らざるを得ないのである。

さらにまた，公企業はその市場に直面する機

会が極めて少なく， (国の)予算を獲得すること

が判定基準となりがちであり，私企業と比較し

て効率や有効性への誘因が低く，その結果上司

による部下の業績評価の公式性が低くなるもの

19)小島 (1982)，pp.157-158参照。

5.53 5.45 

4.61 4.39 

3.83 3.81 

と推論できる 20)。

組織構造・管理システムの特徴を公団に注目

して要約すると次のようになる。

組織構造の公式化の程度はより高い。

①公式の権限関係はより重視され，②仕事

上の手続・規則はより広範に存在する。

業績評価の公式性はより低L、。

①業績評価の制度化はより低く，②評価基

準はより不明確であり，③運用の厳格性はよ

り低い。

(3) 組織行動

組織行動は，①パワー・ベース，②影響力，

③意思決定スタイル，④問題の源泉，⑤コミュ

ニケイション，⑥リーダーシップ，⑦コンブリ

20) 1"公企業においては，有効性および効率を確保する
ため誘因を設けることは私企業の場合よりも困難
である。また公企業の成員は金銭的報酬を，私企
業の成員ほど評価しない傾向がある」。レイニイ他
(1976)， p.241参照。自治体組織においても， r勤
務評定を行っていない組織や，制度はあっても実
際に人事に使われないことを皆が知っている組織
が多い」。地方自治研究資料センター編 (1982)，
p.132参照。
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表6 管理システム

i 経 2済学研究 33~4 

元

寸

業

績

評

次

-

の

公

式

項

化

性

度

確
制

明
の

の

価

準
評
一
基

績

価
業

評

運用の厳格性

公式性(計)

目 公 団 i私企業

2.62・‘・
2.57... 

2.8.6… 

3.96 

3.45 

3.34 

3.58 2.69・・・
性価

(注)数値は妥協性スコア(5点尺度)，表8-表11についても同様。

表7 パワー・ベース

項 目 公 団 私企業

1.57. 1 87 

2.22 1 96 

244083的61!11423 43 98 

79 

5位5点)σ

専門力(専門的な情報・知識・経験)

合法力(組織上の正当な権限)

同一力(人間的魅力)

報賞力(報賞を与えうる能力)

強制l力(罰則を行使しうる能力)

(注)数字は順位スコア(1位1点， 2位2点，

グト解消の7次元で分析した。

① パワー・ベース

パワー・ベース(権力基盤)の測定にあたっ

ては， フレンチ&レブンの類型化にしたがっ

て，管理者の日常の管理・監督業務における重

視順位が調査された(問6)。

表7の調査結果によれば，両組織とも専門力

と合法力が重視され，報賞力と強制力は軽視さ

れる傾向にある。両組織において専門力が最重

視され，合法力が次に重視されている。公団で

は，私企業に比し，専門力の重視度はより高く，

合法力の重視度はより低い。この結果は，公団

が自らを「コンパクトな技術集団2りと呼んで

いることとも一致している。公団は，上述のよ

うに，機械的・官僚制的な構造を展開している

が，その枠組の中でのパワー・ベースとして専

門力が最重視されていることは興味深い。

② 影響力

影響力の組織階層間の分布を解析するために

①影響力の分布(実際)，②影響力の分布(目

21)公団総裁の年頭の挨拶の中で， しばしば用いられ

ている(11'公団公報』参照〉。

標)，③分布のギャップ(目標と実際の差)の3

つのインディケータを採用した。組織階層は，

トップ，部長，課長，係長，係員に区分される

(間 5)。
表8の調査結果およびそれから導出された図

8と図9について検討する。公団の影響力の分

布は，①実際と②目標の双方において，組織階

層の高さに対応してトップ，部長，課長，係長，

係員の)1買に分布している。さらに各階層のギャ

ップは私企業の場合よりも小さく，ギャップの

大きさも階層間でほぼ一様である。以上の結果

は，公団の各階層の影響力の大きさはほぼ過不

足なく分布していることを示唆している。これ

は，公団では，技術環境がより単純であるとと

もに，業務の遂行にあたっては公式の権限関係

がより重視されるために，組織行動としての影

響力の行使によって v補われる余地は相対的に小

さいためであると推論される。

私企業の①の実際の影響力の分布は，公団と

ほとんど同じで有意な差は認められない。②の

目標とする影響力の分布については，部長の影

響力がトップよりも高まることがもとめられて
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影響力
4.50 

4.00 

3.50 

3.00 

2.50 

表8 影響力

次元 組

(の影

実

際分響

)布カ

(の影

日
分響
標

)布力

分

ギ 布
ヤ

ツの

7 

図 8 公団の影響力の分布

織 階

トップ

部長

課長

係長

係員

トッ 7
0

部長

課長

係長

係員

トップ

部長

課長

係長

係員

層

影響力

4.50 

4.00 

3.50 

3.00 

2.50 

トップ 部長 課長 係長 係員

組織階層

表9 意思決定スタイル

項 目

手許の情報を使って自分で解決

必要な情報を部下から得て自分で解決

関係する部下と個別に検討するが自分で解決

部下と集団で問題を検討するが自分で解決

部下と集団で問題を検討し合意の上解決

集団的意思決定(得点)

公 団 私企業

4.19 4.04 

4.03 4.04 

3.48 3.48 

2.80 2.76 

2.36 2.50 

4.32 4.13 

4.16 4.28 

3.63・ 3.95 

2.95 3.21 

2.46 2.79 

0.11 0.09 

0.14 0.23 

0.12** 0.48 

0.17・ 0.46 

0.11 0.29 

図 9私企業の影響力の分布

公 団 私 1企業

3.50 3.47 

3.39 3.30 

3.28* 3.59 

3.33 3.58 

3.28 3.47 

49.63 52.25 

13 (465) 
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いる。③の分布のギャップの調査結果によれ

ば，課長と係長，特に課長のギャップが公企業

と比較してより大きL、。より複雑な技術環境に

直面している私企業においては，問題解決に必

要な情報は，環境に直面してより低い組織階層

に蓄積されている。これら低い階層の成員が，

蓄積されている情報を用いて問題解決をはかる

ためには， より大きな影響力が付与されなけれ

ばならないであろう。なお，課長の影響力のギ

ャップが最高であることは，本研究の調査対象

者が課長であることも一部起因しているかもし

れない。

以上の調査結果は， r公団における組織階層
間の影響力の分布は，私企業と比較してより安

定的である。」ことを示唆している。

しかし，ある組織特性が安定的であること

が，長期的観点からすれば，必ずしも望ましい

ことではないことに注意すべきである。安定的

な組織特性は安定的な環境状況にのみ適応的で

あることが一般的であり，異なった種類の環境

状況への適応力を失いつつある危険性を内在さ

せているからである 22)。このことは，組織階層

聞の影響力の分布についてはもちろん，組織特

性(組織構造・管理システム，組織行動等)全

てについて当てはまることである。

③ 意思決定スタイノレ

管理者が日常定まったやり方で解決できない

問題に直面した際にとりうる意思決定スタイル

が 5つに識別され，それら各々の利用頻度が

測定された(問3)。

表9の結果によれば，公団では，私企業と比

較して， (3)関係する部下と個別に検討するが自

分で解決， (4)部下と集団で問題を検討するが自

分で解決するという 2つの協議的ないし集団主

義的意思決定はより少ない向。これは，私企業

22)小林 (1980)は，短期的に不安定な企業は長期的
に不安定であり，短期的に安定な企業は長期的に
は不安定であるとし， I不安定な企業は安定であ
り，安定な企業は不安定である。」というパラドッ
グスを提示している (pp.11-13)。

23) I公企業の管理者は，私企業の管理者よりも権限
の委譲により消極的である」。レイニイ他 (1976，
p.240)参照。

の集団的意思決定(= 1 x (1) + 2 x (2) + 3 x (3) 
十4x (4)十5x (5))のスコアが52.25であるの

に対し，公団は49.63であるという，表9の結

果にも表われている。公団の技術環境の複雑性

は，私企業と比較して低く，さらに組織構造の

公式性も高い。このため， より集団主義的意思

決定スタイルを採用し，下位レベルに蓄積され

ている情報を活用する必要性はより少なくなろ

う。

④ 問題の源泉

管理者は問題それ自体をいかにして発見して

いるのであろうか。問題の源泉を 5類型に整理

し，それぞれの発生頻度を測定した(問4)。

表10の結果によれば，公団と私企業とも「上

司から依頼された問題」と「部下から上申され

た問題jいわゆるタテの命令系統を通じての問

題がより多いことがわかる。公団と私企業を比

較してみると，公団では， r自分が掘りおこした
問題」や「他部門から依頼された問題」がより

少なし、。これは，公団のドメインが法律に規定

され，毎年の活動は大臣により認可された工事・

を獲得された予算の枠内で、進めていることから

当然の結果であろう。

⑤ コミュニケイション

組織行動を最も特徴づけるのはコミュニケイ

ションの特性である。コミュニケイション活動

は方向性(オン・ザ・ジョブとオフ・ザ・

ジョブ)， ii媒体， iii情報の過不足の3次元で

測定された(間 8)。

i方向性(オン・ザ・ジョブとオフ・ザ・ジ

ョブ)

表11の結果によれば，オン・ザ・ジョブでは，

両組織において， r部下との接触の頻度」が1位
で「上司との接触の頻度」が2位と，いわゆる

タテの命令系統を通じたコミュニケイションが

より多い。一方，オフ・ザ・ジョブでは，r部下

との接触の頻度」が最高であるが， 2番目は「部

門内同僚との接触の頻度」である。コミュニケ

イションの方向性に関しては，両組織聞にほと

んど差は認められなL、。
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表 10 問題の源泉

項目

上司から依頼された問題

他部門から依頼された問題

自分で掘りおこした問題

部門内同僚から依頼された問題

部下から上申された問題

表 11 コミュニケイション

次 ヌE 項 目

オ 方 上司との接触の頻度
ン

部下との接触の頻度

ザ 向 部門内同僚との接触の頻度

ン、〆 他部門の人との接触の頻度

公 団|私企業

3.59 3.45 

2.92< 3.21 
3.08<<< 3.57 

2.97 2.85 

3.28 3.28 

公 団 私企業

3.95 3.89 

4.19 4.28 

3.62 3.72 

3.24 3.43 
フヨ 性 接触の頻度ミオン・ザ・ジョブミ(計) 3.75 3.83 

オ 方 上司との接触の頻度 3.05 3.04 
フ

部下との接触の頻度 3.35 3.55 
サif 向 部門内同僚との接触の頻度 3.24 3.22 
シ 他部門の人との接触の頻度 2.92 3.04 
よ性 接触の頻度会オフ・ザ・ジョブミ(計) 3.14 3.21 
) 

媒 文 書

声す 面

電 言苦
{本

ぷZ与玉C 議

過情 情報過多

不報 情報不足

足の 情報の過不足(計)

ii 媒体

コミュニケイションの媒体としては，両組織

において，対面と電話の利用頻度がより高い。

官僚制の特徴である文書主義に関しては，私企

業での文書の利用頻度は，予想、に反して，公団

における場合よりも高い。この私企業は，他の

2社と共同企業体を形成している。共同企業体

の運営にあたっては，工事の実施計画の精密化

や責任分担の明確化が要求される。これが，単

にコミュニケイションの手段だけでなく，記録

手段ないし証拠資料ともなる文書の利用をより

高めていると推論される。

3.11<< 3.53 

3.92 3.98 

3.89 4.09 

3.68 3.60 

2.49・ 2.83 

3.05 3.15 

2.77t 2.99 

iii 情報の過不足

有効なJ情報処理とは，組織にとって適切かっ

必要な量だけの情報を収集し，適時にかつ歪み

なく伝達できることである。表11の調査結果は

情報の量に関するものであるが，公団において

は，私企業ほどには，情報の過不足とくに情報

過多に陥ることは多くなく， より有効な情報処

理がおこなわれていることになる。これは，公

団の技術環境がより単純であることに大きく起

因していると考えられる。さらに，公団におい

ては，公式化の高い組織構造によって，情報処

理が効率的になされているのであろう。
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⑥ リーダーシップ

リーダーシップ行動には，組織全体のレベル

での経営者のリーダーシップ行動向と，集団レ

ベルでの管理者のリーダーシップ行動がある。

本研究では，後者の集団レベノレで、のリーダー

(課長・建設所長)の行動が分析された(問

7)。

測定項目21のうちから，各組織において使用

頻度の高い上位7項目を選択し，公団での使用

頻度の高い順に示したのが表12の結果である。

表12によれば，両組織において全く同じ項目

が選択され， しかも 1位と 7位(ただし私企業

では同スコア 6位)が同じ項目である。この結

果は，両組織の管理者のリーダーシップ行動が

極めて似かよっていることを明示している。表

12の7項目の中に， r情報行動」に関する項目が
(2. 情報収集)， (4. 部下への成果伝達)， 

(7.上司との情報交換)の3つも認められる

ことは，管理者のリーダーシップ行動における

「情報行動」の重要性を示唆している。同様に，

リーダーシップの重要な次元である「配慮行動」

についても， (3.部下のパックアップ)， (5.部下

の仕事への配慮)， (6.部下の人格への配慮)の

3項目が認められる。両組織の間で有意差が検

出できるのは， (1.期間の強調)， (4.部下への成

果伝達)および (5.部下の仕事への配慮)であ

る。(1.期限の強調)についての差は，発注を主

とする公団と，受注・請負いの私企業との聞の

24)組織全体のレベルでの経営者のリーダーシップに
ついては，セルズニック (1957)，奥村 (1982)参
照。ホ-yッジ&プラハーラッド (1981)は，
大規模研究開発組織のトップ・マネジャーを「プ
ロジェクト・チャンピオン」と呼び，プロジェク
ト・チャンピオンは，意見・文化を異にする多様
な諸集団との意思疎通，および環境変化の読み取
りの能力を有していなければならないとする(pp.
12-13)。研究開発におけるトップ・マネジメント

の重要性を明らかにしている研究としては，た
とえば，ホーリッジ&プラハーラッド (1976，
1981)， 大滝 (1981)，榊原 (1981)，セルズニッ
グ(1949，1957)，ホーリッジ&プラハーラッド
(1976， 1981)，金井 (1980，1983)，ティッチー
(1982)等参照。

立場の強弱を反映しているのであろう。 (4.部

下への成果伝達)についての差は，両組織の業

績評価の公式性の差に起因していると考えられ

る。上述のように，私企業では業績評価の基準

がより明確であるために，仕事の成果をフィー

ドパックし部下の動機づけを高めることはより

有効であると推論できる。さらに，組織構造の

公式化がより低い私企業においては，仕事の成

果をフィードバッグすることは，部下の直面し

ているタスク環境の不確実性の削減にも役立つ

ているのであろう。 (5.部下の仕事への配慮)

についての差は，後述する管理者の個人主義選

好度の差に起因しているかもしれない(表15参

照)。

⑦ コンフリグト解消

コンブリクトは組織行動を特徴づけるフィー

ドバッグ・ループのなかで中心的要因であり，

その解消は動態的過程である。本研究では，両

組織の組織内部門間のコンフリクトについて，

解消方法および解消主体それぞれを識別すると

ともに，それらの利用頻度を測定した(問9，

問10)。

i コンフリグト解消方法

6つのコンフリクト解消方法の利用頻度のス

コアそしてそのスコアの順位は，両組織聞では

ほとんど差は認められなかった。いずれも，①

根回し，②問題直視，③強制，④妥協の11頂に利

用されている(表13)。

11 コンフリグト解消主体

まず，両組織内における 6つの解消主体の利

用頻度の順位を比較してみたい(表14)。両組織

とも， r課長レベルの関係者の直接交渉」が1位，
「各部門の担当者の直接交渉」が2位，r事業部長
またはトップの仲介」が5位， rジェネラル・ス
タップの仲介」が6位と全く同じ解消主体とな

っている。しかし 3位と4位が異なっている。

両組織とも， r課長レベルの関係者の直接交
渉」が1位であることは次のように理解される

であろう。わが国の企業では，課は一種の「連
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表 12 リーダーシップ

項 目 公 団 私企業

1. 期限を守ることを強調する 3.89・・ 4.23 

2. 公団の内外で起った重要な出来事や第一線の実 3.86 3.84 

態についての情報を収集す1る

3. 部下のすることをパックアップする 3.81 3.83 

4. 仕事の成果を部下に知らせるようにする 3.78' 4.06 

5. 部下が能力いっぱい働けるように気を配る 3.76傘e 4.13 

6. 部下を批評するときは人格をきずっけないよう 3.75 3.85 

につとめる

7. 上司に関連情報を提供し，必要情報を入手する 3.70 3.83 

表 13 コンフリクト解消方法

名称 内 容 公 団 私企業

根回し

問題直視

強制

妥協

撤回

宥和

公式の場で対立が生じないよう事前に情報交換

時間がかかっても徹底的に話し合う

3.46 3.64 

3.19 3.34 

上司等の権限により強力に解決 2.89 2.89 

根本的解決を延ばしても妥協点を説定

相手の意見に従うよう部下を説得

2.61 2.85 

[;:;;(;:;; 対立する意見は極力出さない
一一一一一一一一ーし

結ピン」組織であり，課長はこれら集団の連鎖

の連結ピンの役割をはたしているといわれ

る25)。本調査が課長を対象にしていることも一

部起因していようが，これら課長が部門間コン

フリクトの解消という統合行動において大きな

役割をはたしていることは，上述の理由から，

当然の結果ともいえる。

次に，両組織を比較すると，公団は課長以下

の水平的関係である「各部門の担当者の直接交

渉」および「各部門のメンバーからなる会議」

をより頻繁に利用している。公団の組織構造の

公式化はより高く，情報処理能力は私企業に比

べ低い。そこで，課長以下の水平的関係による

コンフリクト解消をはかり，情報処理能力の不

足を補っているものと推論できる。

以上検討してきた組織行動に関する調査結果

を公団を中心にして整理してみる。

25)津田 (1981)，宮野 (1983)参照。

組織行動に関しては，①専門的な情報・知

識・経験や組織上の正当な権限にもとづくバ

ワ一関係がより多い。②組織階層聞の影響力

の分布はより安定的であり，③集団的意思決

定スタイルはより少なし、。④タテの命令系統

を通じた問題が主で， 自分で掘りおこした問

題はより少ない。⑤文書によるコミュニケイ

ションはより少なく，情報の過不足とくに情

報過多に陥ることはより少ない。 (6)期限の強

調，部下への成果伝達，部下の仕事への配慮

のリーダーシップはより少なし、。⑦部門間コ

ンブリクトは，課長以下の水平的関係により

直接解消されることがより一般的である，等

の特徴をもっ。

(4) 個人属性ー

管理者のパーソナリティは，個人の情報処理

能力の観点、から，①複雑性統合能力，②暖昧性

許容度，③権威拒絶度，④個人主義選好度の4
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つの次元で測定された。①複雑性統合能力と

は，個人が環境から分化された情報ピットを取

り入れ，それを統合する能力である(問12(1)，

(2))。②暖昧性許容度とは，不明確にしか規定さ

れず，不安定でト，変化する状況を許容する能力

ないし選好の程度を示す(問12(3)，(4))。③権威

拒絶度とは，仕事上の自律性に対する選好の尺

度であり(間12(7)，(8))， ④個人主義選好度と

は，仕事を集団ではなく 1人で行うことに対す

る選好の程度を示す(問12(9)，(10))。管理者の価

値としての自己表出度とは，仕事自体を他の目

的達成のための手段としてとらえるのではな

く，佐事の中に喜びを見出し，仕事を通じて自

己実現をはかろうとする態度のことである(問

12(5)， (6)26))。

表15と表16の調査結果によれば，権威拒絶度

と自己表出度については両組織の聞に差異は見

い出せなかった。しかし複雑性統合能力，暖昧

性許容度，および個人主義選好度の 3次元につ

いては，有意な差が検出された。これら3次元

は，タスク環境に直面する管理者個人の情報処

理能力を規定する特に重要な次元である。公団

の管理者は，私企業の管理者に比して，複雑性

統合能力も暖昧性許容度もより低い結果を示L

た。組織の下層に蓄積されている情報を利用し

にくい個人主義選好度はより高かった27)。した

がって，公団の管理者の情報処理能力は，私企

業よりも低く，公団の技術環境がより単純で情

報処理の必要性が低い結果に対応している。

この個人属性に関する調査結果は，両組織に

おいては，組織構造・管理システムと組織行動

に加えて組織成員の個人属性までも，タスグ環

境に適合するように展開されていることを示唆

している。

公団の管理者の特徴を，私企業と比較すれば

26)榊原・奥村・野中 (1980)，p.46参照。
27)自治体組織と企業組織の比較研究においても，
「自治体組織の課長・係長の個人主義選好度は，
企業組織の場合と比較してより高い。」ことが報告
されている。地方自治研究資料センター編(1982)，
p. 176， pp. 182-187参照。

次のように要約される。

管理者の，①複雑性統合能力と②暖昧性許

容度はより低く，③個人主義選好度はより高

し、。

両組織の管理者のパーソナリティ特に複雑性

統合能力，暖昧性許容度，個人主義選好度の差

異は，し、かなる理由から生じるのであろうか。

まず第1は，両組織がそれぞれの職務に適合し

た組織成員を管理者に昇進・採用してきた結果

であると考えられる。第2は，組織成員が組織

の思考・行動様式を学習する過程で， 自らのパ

ーソナリティを変革した結果であると理解され

る。実際は第1の理由と第2の理由の双方か

ら，上記のようなノ4ーソナリティの差異が生じ

てきたのであろう。以下，第2の理由について

詳説する。

公団は，鉄道新線の建設を目的として昭和39

年に国鉄工事局から分離・独立した。設立時に

は，本調査研究の対象となった現在の公団の課

長を含む多くの人々が国鉄工事局から公団に移

籍してきた。 100年を越す歴史を有する国鉄に

は，必然的にこれまで意識的・無意識的に浸透

した組織固有の思考・行動様式が存在するはず

である問。組織成員はこの思考・行動様式を学

習する過程で，意識的・無意識的に自らのノ4ー

ソナリティを変革させてきたでのあろう。公団

の技術環境や組織特性は，官僚制的特性を随所

に表示していた。おそらくこの点は国鉄にもあ

てはまるであろう。国鉄への入社，国鉄から公団

への移籍，公団での管理者への昇進というキャ

リアのなかで，彼等のノ4ーソナリティは， より

28)デール&ケネディー (1982)は，組織間有の思

考・行動様式を「組織文化」と呼び，その形成要
因として次の5つを挙げている (pp.13-15)。

(1)企業環境一組織が事業を行う市場環境で，組織
文化を形成する最大の要因。
(2)理念一組織の基本的な考え方や信念。
(3)英雄一目に見える形で理念を実践して見せる

人。
い)儀式と儀礼一社内の日常生活で体系的に，ある
いは行事として行われる慣例。
(5)文化のネットワークー企業の理念と英雄の神話
の伝達機構(キャリア〕。
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表14 コンフリクト解消主体

項 目

事業部長またはトップの仲介

シェネラル・スタップの仲介

各部長の直接交渉

課長レベルの関係者の直接交渉

各部門の担当者の直接交渉

各部門のメンバーからなる会議

表 15 パーソナリティ

次元 項 目

カ統複 複数職務の同時併行的遂行

合雑 多数の情報源に基づく問題解決

能性 複数性統合能力(計)

許唆 ノン・ルーティン職務の選好度

容味 高不確実性職務の選好度

度性 峻昧性許容度(計)

絶権 命令に基づく職務遂行拒絶度 (R)

度威 明確な指示を伴う職務選好度

拒 権威拒絶度(計)

度義個 遂行職務に対する他人の批判への感度

選人 単独での職務遂行選好度

好主 個人主義選好度(計)

表16価値

次元|

出自|

度己|

表!

項 目

遂行職務の成否への感度

新たな職務遂行への意欲

自己表出度(計)

公 団

2.78 

2.71 

3.22 

3.78 

3.67十

3.65t 

公 団

2.81 ..本
3.78 ..・

3.29"ホ

3.19 

2.89 •• 

3.04 •• 

3.35 

2.03 

2.34 

2.43 
3.03 •• 

2.73事

私 企業

2.70 

2.61 

3.35 

3.57 

3.37 

3.33 

私企業

3.53 

4.23 

3.88 

3.49 

3.55 

3.52 

3.23 

2.19 

2.48 

2.43 

2.55 

2.49 

私企業

4.26 

3.74 

4.0。
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低い複雑性統合能力， より低い暖昧性許容度，

より高い個人主義選好度へと変革したのであろ

う。

一方，当該私企業が属している建設業は，①

発注者から工事を受注し請負う， ②工事量は

発注者の動向に左右される不安定性を有する，

③発注される構造物は，規模・形等同ーのもの

はほとんど存在しない単品生産である，④1つ

が完成すれば他の場所へ移動しなければならな

い，等の理由から，高いタスグ環境に直面して

いる2九このような私企業が意識的・無意識的

に形成する組織の思考・行動様式は， より有機

的な組織特性を表示していた。この私企業に入

社し現在の管理者になるまでのキャリアのなか

で，彼らのパーソナリティは， より高い複雑性

統合能力， より高い暖昧性許容度， より低い個

人主義選好度へと変革してきたものと推測され

る。

V 結果の要約

本比較分析は，青函トンネノレの建設主体で、あ

る公団の技術環境一組織特性関係の特徴を，同

じ建設工事に参加している私企業との定量的比

較により解明し，今後おこなう予定の定性的な

動態分析を補完しようとするものである。

技術環境の複雑性に関する調査結果は，1公団

の技術環境は，私企業と比較してより複雑であ

る。」という当初の予想とは反対の傾向を示し

た。しかし， この技術環境は，同時に測定・分

析された組織特性および個人属性と極めて整合

的な相互関係にあることが析出された。

これらの結果は，その依拠している情報処理

モデルの有効性を示すと同時に，情報処理モデ

ルで、は必ずしも説明できない， したがって一層

の理論的説明を必要とする公企業の環境適応行

動の存在を示唆した。

調査結果にもとづいて，技術環境，組織特性，

29)建設業の技術環境の特性については，ステインチ
コーム (1959，pp.179-180)，中村 (1982，pp.47 
50)参照。

および個人属性の特徴を公団に注目して要約す

ると次の通りである。

1. 技術環境の複雑性はより低い。

①職務の多様性はより小さく，②職務の成

否が判明するまでの時間幅はより短い。しか

し，③職務の反復性はより少なく，④例外的

問題のうち管理者の専門知識によって解決で

き否問題はより少ない。

2. 組織構造の公式化の程度はより高い。

①公式の権限関係はより重視され，②仕事

上の手続・規則はより広範に存在する。

3. 業績評価の公式性はより低い。

①業績評価の制度化はより低く，②評価基

準はより不明確であり，③運用の厳格性はよ

り低い。

4. 組織行動に関しては，①専門的な情報・知

識・経験や組織上の正当な権限にもとづくパ

ワー関係がより多い。②組織階層聞の影響力

の分布はより安定的であり，③集団的意思決

定スタイルはより少ない。④タテの命令系統

を通じた問題が主で，自分で掘りおこした問

題はより少ない。⑤文書によるコミュニケイ

シヨンはより少なく，情報の過不足とくに情

報過多に陥ることはより少ない。⑥期限の強

調，部下への成果伝達，部下の仕事への配慮

のリーダーシップはより少ない。⑦部門間コ

ンフリクトは，課長以下の水平的関係により

直接解消されることがより一般的であ{)，等

の特徴をもっO

5. 管理者の①複雑性統合能力と②媛昧性許容

度はより{尽く，③個人主義選好度はより高い。
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謝辞本研究に際しては，多くの方々から温かし、

ご援助を頂いた。野中郁次郎一橋大学教授・加護

野忠男神戸大学助教授からは質問票の提供を受け

た。佐々保雄北海道大学名誉教授には公団と私企
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業の方々への紹介の労をとって頂いた。五十嵐日

出夫北海道大学教授からは関取調査の実施にあた

ってご協力を頂いた。篠原武司元総裁，堺典久本

社総務部長，三芳裕本社海峡線部補佐をはじめと

33-4 

する公団の方々および私企業の方々には，面倒な

調査にご協力頂いた。嶺野幸子経済学部助手に

は，計算部分を担当して頂いた。ここに記して感

謝の意を表する次第である。
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付録:質問調査票

問 l あなたの職務の特徴について、次の間にお答えください。

非常い や かい 非
ほと完全(1) あなたの職務はどの程度反復的ですか。 な 常

り んに
少 や 多 ど

1 2 3 4 5 

まな 少 かる 非常い すそる
(2) あなたの職場では定まったやり方で処理でき つい し な ベう

ない問題がどの程度頻繁に起こりますか。
た あ り でで
く る あ 多 があ

1 2 3 4 5 

まな lまな 少 かる 非常い
(3) あなたの職務の多様性はどの程度ですか。 つい とい し な

た ん あ り
く ど る あ 多

1 2 3 4 5 

まな 少 かる 非常い す決
(4) きまったやり方で解決できない問題のうちあ つい し な ベで

なたの専門知識を使って解決できるものはど
た あ り でき
く る あ 多 解る

の程度ありますか。 1 2 3 4 5 

6 1 
(5) 仕事の成否がわかるまで通常どの程度の期間

週 ケ ケ 年以

がかかりますか。 日 間 月 月 上

1 2 3 4 5 

間 2 あなたの部門の組織や仕事のすすめ方の特徴について、おうかがいいたします。

ま視 どい
わき視す(1) 業務の遂行にあたって標準的手続、職務規定、 っし ちえ

公式的な権限関係をどの程度重視しています
たな らな める
くい とい て

か。
重 も 重

1 2 3 '4 5 6 7 

まい どい あイにる
(2) 業務の遂行にあたって明確にきめられた規則、 つ ちえ らプ関

標準的手続はどの程度ありますか。
た らな ゅのL
く とい る務業て
な も タあ

1 2 3 4 5 6 7 

まい 日復的にあ すら
(3) 部下からの報告、上司への報告に関して定ま つ 常関る ベれ

った書式あるいは手続がありますか。
た 的なし てで
く -もて 決い
な 反のは める

1 2 3 4 5 6 7 

l 4 7 11 14 17 21 
(4) あなたが直接命令権をもち、あなたに直接報 人

告義務を持つ音11下の人数は何人ですか。
3 6 10 13 16 20 以
人 人 人 人 人 人 上

1 2 3 4 5 6 7 
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ベす身自
日関べ任 すにうる

(5) あなたの部・課の中心業務に関して部下への
常業務してせ

ベ任に

権限委譲をどの程度行なっていますか。
てで ては音下Eてい てせし

分自 昔下日るで
にすにる よい

1 2 3 4 5 6 7 

(6) 公団全体の方針決定にかかわる会議にあなた
ま加 ある加す

き繁る
っし わに

はどの程度参加されていますか。
たな

程度参る めて参加
失多く， い 頻す

1 2 3 4 5 6 7 

(7) あなたの部・課では高度の教育訓練を要する
ま要 あ要 き要
つで るで わで

専門知識、能力はどの程度必要ですか。
たは 程あ めあ
くな 度る てる
必い 必 必

1 2 3 4 5 6 7 

3 6 2 
(8) あなたの部・課に配属された人がl人前の仕 年

事をこなせるようになるまでどの程度の期間
週 ケ ケ ケ

以

がかかりますか。 日 間 月 月 月 年 上

1 2 3 4 5 6 7 

ま分化い あ分い き化分い
(9) あなたの部・課では地域別、ブロジェクト別 つな る化る わる

等で仕事の細分化がどの程度行なわれていま
たさい 程さ めさ

車く問れて 度細れて
てれ

すか。
車田て

1 2 3 4 5 6 7 

(10) あなたは他部門の職責と思われる仕事をどの
まな あな き繁
つわ るう わに

程度行ないますか。
たな 程 め行

行くい 度行 頻てなう

1 2 3 4 5 6 7 

問 3 あなたの部門で日常定まったやり方で処理できない新しい問題が発生した場合は、どのような解決方法をとられ

ますか。

まったく用 ほとんど用 少し用いる かなり用い きわめてよ
いない いない る く用いる

(1) その時点で自分がもっている情報を使用し、自分

自身で解決する。
1 2 3 4 5 

(2) 必要な情報を部下から得て、自分自身で解決する。 1 2 3 4 5 

(3) 問題を関係する部下と共に個別に検討してアイデ
1 2 

アを得るが、自分自身で、解決する。
3 4 5 

も 司直一晶

(4) 問題を部下と集団で検討しあいアイデアを得るが，
1 2 3 4 5 

自分自身で解決する。

(5) 問題を部下と集団で検討し共同して代案をうみだ

し、合意の上で解決する。
l 2 3 4 5 
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問4 あなたが日々解決しなければならない問題のうち、次のそれぞれの問題はどの程度の頻度で生じますか。

まったくな ほとんどな 少しある かなりある きわめて多
p p しミ

(1) 直接上司から解決を依頼された問題 1 2 3 4 5 

(2) 他部門の人から解決を依頼された問題 1 2 3 4 5 

(3) あなた自身が掘りおこした問題 1 2 3 4 5 

(4) 部門内の同僚から依頼された問題 1 2 3 4 5 

(5) 部下から上申された問題 1 2 3 4 5 

問5 あなたの組織における影響力についておうかがいいたします。

1.あなたの部門の目標達成にかかわる事柄について、次の人々はそれぞれどの程度の発言力や影響力をもってい

ると思いますか。

まったく影やや影響力 かなり影響大きな影響 きわめて大
響力をもた をもっ 力をもっ 力をもっ きな影響力
ない をもつ

ト ツ フ 1 2 3 4 5 

音I1 長 1 2 3 4 5 

2果 長 1 2 3 4 5 

係 長 1 2 3 4 5 

係 員 1 2 3 4 5 

2. あなたの部門の目標達成にかかわる事柄について、次の人々はそれぞれどの程度の発言力をもつべきだと思い

ますか。

まったく影やや影響力 かなり影響大きな影響 きわめて大
響力をもた をもっ 力をもっ カをもっ きな影響力
ない をもつ

ト ツ プ 1 2 3 4 5 

音日 長 1 2 3 4 5 

3果 長 1 2 3 4 5 

イ系 長 1 2 3 4 5 

係 員 1 2 3 4 5 

問6 一般にあなたの部門での日常の管理・監督業務の遂行に際して、人に意見をうけいれさせるにはどのようなもの

が必要で、しょうか。次にあげたものの重要性をあなたご自身の立場から評価し、順位をつけてください。

人間的な魅力

組織上の正当な権限

罰則を行使しうる能力

報賞を与えうる能力

専門的な情報・知識・経験

順位
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問7 次の文章は管理者の行動を叙述したものですが、あなた自身それをどの程度行なっておられますか。

まったく行 めったに行 ときどき行 たびたひ、行 きわめて稼l
なわない なわない なう なう 繁に行なう

(1)部下の個人的問題を助ける。 1 2 3 4 5 

(2) あなたの部門全体のためには部下の犠牲を求め
1 2 3 4 5 

る。

(3) r何を知りたいか」という情報要求を部下に明
1 2 3 4 5 

示する。

(4) 他人の評判を悪くしてでも部下をかばう。 1 2 3 4 5 

(5)ー規則にしたがって厳格に管理する。 1 2 3 4 5 

(6) 公団の内外で起った重要な出来事や第一線の実
1 2 3 4 5 

態についての情報を収集する。

(7) あなたの部下のすることをパックアップする。 1 2 3 4 5 

(8) 問題に対し新しいアプローチを提案する。 1 2 3 4 5 

(9) 公式の情報ルート以外に信頼できる社内社外の
1 2 3 4 5 

情報源を開拓する。

(10) すべての部下をあなたの同等者どして扱う。 1 2 3 4 5 

(11) 競合部門にまさることを強調する。 1 2 3 4 5 

(12) 環境の変化が自己の担当部門におよぼす因果関 1 2 3 4 5 

f系を分析する。

(13) 部下を批評するときは人格をきずっけないよう
1 2 3 4 5 

につとめる。

(14) 期限を守ることを強調する。 1 2 3 4 5 

(15) 仕事の成果を部下に知らせるようにする。 1 2 3 4 5 

(16) 部下の提案を実行する。 1 2 3 4 5 

(17) 部下が何をどうやるべきかを細かに決める。 1 2 3 4 5 

(1司上司に関連情報を提供し、必要情報を入手する。 1 2 3 4 5 

(19) 重要事項をすすめる前に部下の同意を得る。 1 2 3 4 5 

(20) 部下が能力いっぱい働けるように気を配る。 1 2 3 4 5 

(21)他部門の同僚に関連情報を提供し、必要情報を
1 2 3 4 5 

入手する。
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問8 あなたが行なっているコミュニケイション活動についておたずねします。

1.勤務時間中に(あるいは仕事上の用件で)、あなたは、

まったくな ほとんどな 少しある かなりある きわめて頻
L 、 L、 繁

(1) 上司とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(2) 部下とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(3) (同一部門内の)同僚とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(4) 他の部門の人とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

2.勤務時間外に(あるいは仕事とは無関係lこ)、あなたは、

まったくな ほとんどな 少しある かなりある きわめてまE
L、 ¥' 繁

(1) 上司とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(2) 部下とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(3) (同一部門内の)同僚とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

(4) 他の部門の人とどの程度接触しますか。 1 2 3 4 5 

3. 仕事上の連絡はどのような形で行われますか。

まったく利 ほとんど利 少し利用す かなり利用 全面的に利
用せず 用せず る する 用する

(1)文書で 1 2 3 4 5 

(2) 直接に相手と会って 1 2 3 4 5 

(3) 電話で 1 2 3 4 5 

(4) 会 Z義 1 2 3 4 5 

4. コミュニケイション活動について全般的におたずねします。

一度もないほとんどな 少しある かなりある いつも感じ
しミ ている

(1) あなたはiitれてくるf青幸民が多すぎてとても能

率的には処理できないと感じることがありま 1 2 3 4 5 

すか。

(2) あなたは必要な情報が少なすぎると感じるこ
1 2 

とがありますか。
3 4 5 
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間9 他部門のメンバーとの意見の不一致や対立が発生した、あるいは発生しそうな場合、次のような解決方法はどの

程度頻繁に使用されますか。

まったく使めったに使 ときどき使 たびたび使 きわめて頻
用されない 用されない 用される 用される 繁に使用さ

れる

(1) 時聞がかかっても徹底的に腹蔵なく話し合う。 1 2 3 4 5 

(2) 上司その他の権限によって強力かつ敏速に解消

する。
1 2 3 4 5 

(3) 根本的な問題解決を先に延ばしでもまず妥協点

を設定する。
1 2 3 4 5 

(4) できるかぎり相手の意見に従うように部下を説

得する。
1 2 3 4 5 

(5) 公式の場で対立が生じないように事前に意見・

情報の交換を行なう。
1 2 3 4 5 

(6) 対立するような意見をできるかぎり出さないよ
1 2 

うにする。
3 4 5 

問10 どの組織においても各部門の聞の努力の統合をいかにして行なうかが重要な問題となっています。各部門が共同

して解決しなければならない問題が発生し、かつ各部門の考え方が違う場合には、どのようにして解決されてい

ますか。

まったく用 ほとんど用少し用いる かなり用い きわめてよ
いない いない る く用いる

トップの仲介 1 2 3 4 5 

スタッフの仲介 1 2 3 4 5 

各部長の直接交渉 1 2 3 4 5 

課長レベルの関係者の直接交渉 1 2 3 4 5 

各部門の担当者の直接交渉 l 2 3 4 5 

各部門のメンバーからなる会議 l 2 3 4 5 

間11 業績評価制度について次の質問にお答えください。

まったく措11 ほとんど制少し制度化 かなり制度 はっきりと
度化されて度化されて されている 化されてい制度化され
いない いない る ている

(1) あなたないしあなたの部下の業績を評価するた

めの制度は、制度化されていますか。
1 2 3 4 5 

非常にかなりどちらともかなり きわめて
不明確不明確いえない 明 確明 確

(2) 業績評価の基準はどの程度明確化されています

か。
1 2 3 4 5 

まったく機 ほとんど機少し機能し かなり厳格 きわめて厳
能していな 能していな ている に機能して 格に機能し
p L、 いる ている

(3) 業績評価制度はどの程度厳格に運用されていま

すか。
l 2 3 4 5 
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問12 あなたの日常の仕事のすすめ方や考え方についてお答えください。

1だ的が どい
つ以2事仕を併行的のがう(1) あなたは2つ以上の仕事を同時併行的に行

っのけを行に7得意
ちえ

うのが得意ですか、それとも lつの仕事だ
らな
とい 上の同時行に得意

けを集中的に行うのが得意ですか。
事仕集中の も

1 2 3 4 5 

そる どい 多Eをりのい
(2) あなたは仕事上の問題を解決する場合、多 の ちえ く 多意見た

くの情報を収集した上で、あるいは多くの
逆 らな のく上
で とい 情報たし人の間をで、

人の意見を聞いた上でそれを解決するほう
あ も

ですか、それともその逆ですか。 1 2 3 4 5 

続手順てま事仕 どい
応臨機処理が事仕な(3) あなたは手続や手順が前もって明確に決ま が明つ ちえ

ゆ き前確て らな
っている仕事と逆L臨機応変な処理が必要 やもにい とい 変必

な仕事を比べた場合、どちらが自分に適し 手つ決|る も な要

ていると思いますか。 1 2 3 4 5 

か功成な込れな
どい どわて試くよ

(4) あなたは仕事上の計画をたてたりそれを実 な みばい ちえ うかも う

行する場合、かなり確実な成功の見込みが 確実りのがな行な
らな なならとみと
とい る にです
も かくかみる

なければそれを行なわないほうですか。そ 見け|わ

れともどうなるかわからないにせよとにか 1 2 3 4 5 

く試みてみようとするほうですか。

成に どい

成否がま気たにくいなら(5) あなたはなんらかの仕事をした時に、その 否気 ちえ

仕事の成否が非常に気になる方ですか。そ
カずlこ らな

非常なる
とい

れとも仕事の成否はまったく気にならない
も つな

ほうですか。 1 2 3 4 5 

難図はさむ どい 新点し取
(6) あなたが仕事上の 1つの困難な問題点を解 もんる ちえ し探をてり

決した場合を想定してください。この時あ
なうだ らな いそ組
題問たと とい 題問しれむ

なたはただちに次の新しい問題点を探し出
く感 も 出に

してそれに取り組もうとするほうですか。 1 2 3 4 5 

それとも困難な問題はもうたくさんだと感

じるほうですか。

まが どい まの
(7) あなたは提案なら喜んで、受け入れるが、命 つつ ちえ っと

令はたとえそれがもっともなものであって
た らな たお
く とい くり

も好まないほうですか。
ち も そ

1 2 3 4 5 

まの どい まが
(8) あなたは何らかの形で明確に指示された場 っと ちえ つう

合の方が気持ちよく仕事が行えるほうです
たt:，" らな た
くり とい 〈

か。
そ も ち

1 2 3 4 5 
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非常なる
どい まに

(9) 自分のした仕事に自分では満足している場 ちえ つな

合に、人から批判されると気になります
らな たら

気 とい 気くいな
か。

も

1 2 3 4 5 

集団ほ どい Uj: 
(10) 集団で仕事をするよりも、 l人で仕事をす ちえ

す人でる好むをうるほうを好みますか。 でする好むを7 
らな
とい
も

1 2 3 4 5 


